
新潟県スポーツ合宿促進事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、新型コロナウイルス感染症の影響により減少している県内でのスポー

ツ合宿を促進することにより、スポーツ合宿地としての本県の魅力の周知拡大を図る

とともに、スポーツ合宿の実施団体による観光交流活動を促進することにより、スポ

ーツ合宿を契機とした交流人口の拡大を図ることを目的として、県内でスポーツ合宿

を実施する団体が行うスポーツ合宿の宿泊に要する経費に対し、予算の範囲内におい

て補助金を交付するものとし、その交付に関しては、新潟県補助金等交付規則（昭和

32 年新潟県規則第７号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定

めるところによる。 

 

（補助対象事業者） 

第２条 この補助金の対象者（以下「補助対象事業者」という。）は、県内でスポーツ

合宿を実施する団体とする。 

 

（交付要件） 

第３条 この補助金は、補助対象事業者の実施する合宿が次に掲げる全ての要件を満た

す場合に交付するものとする。ただし、交流人口の拡大につながらないと認められる

合宿を除く。 

 (1) 知事が別に定める期間内に実施される合宿であること。 

(2) スポーツ競技に関する合宿であること。 

(3) 県内のスポーツ施設を利用して実施される合宿であること。 

(4) 合宿期間中、県内の宿泊施設（ホテル、旅館、民宿その他宿泊料金の支払を要

する施設）に４連泊以上宿泊する合宿であること。ただし、次に掲げる施設に宿

泊する場合を除く。 

ア キャンプ場及びキャンプ場に付随するコテージ 

イ 教育施設に付随する宿泊施設 

ウ 集会施設 

エ その他この補助金の趣旨に合致しないと認められる施設 

(5) 合宿の参加者数が 10 人以上、かつ、合宿の参加者の延べ宿泊日数（前号の宿泊

施設に宿泊した人数に当該宿泊日数を乗じた数。以下同じ。）が 40 泊以上の合宿

であること。 

(6) スポーツ大会への参加を目的としたものではないこと。ただし、スポーツ大会

の前後に合宿を実施する場合は、大会参加日数を除いた宿泊日数を対象とする。 

(7) 合宿期間中に、次のアからエまでに掲げるいずれかの観光交流活動を行う合宿



であること。 

ア 県内の観光施設等の見学 

イ 県内の農林漁業体験やものづくり体験等への参加 

ウ 県内で開催される祭り、イベント、ボランティア活動、レジャー体験等へ

の参加 

エ 県内の学校若しくはスポーツ団体との交流試合又は地域住民を対象とした

スポーツ教室等の実施 

 

（交付基準） 

第４条 この補助金の対象経費は、宿泊に要する経費（消費税及び地方消費税を除く）

とし、補助金額は、合宿の参加者の延べ宿泊日数に 1,000 円を乗じた額と宿泊施設へ

の実支払額（消費税及び地方消費税を除く）を比較して、いずれか少ない方の額とす

る。ただし、50万円を上限とし、１年度当たり１団体１回限りとする。 

 

（交付の条件） 

第５条 この補助金は、次の各号に掲げる事項を条件として交付するものとする。 

 (1) 合宿実施期間を変更しようとするときは、知事の承認を受けること。 

 (2) 利用するスポーツ施設又は宿泊施設を変更しようとするときは、知事の承認を

受けること。 

 (3) 観光交流活動の実施内容を変更しようとするときは、知事の承認を受けること。 

 (4) 合宿を中止しようとするときは、知事の承認を受けること。 

 (5) 合宿に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該帳簿及び証拠書類を

合宿が終了した日の属する会計年度の終了後５年間保存すること。 

 

（交付申請書） 

第６条 規則第３条第１項に規定する申請書は、別記様式第１号のとおりとし、同様式

で定める書類を添付して、別に定める期日までに知事に提出しなければならない。 

２ 補助金の額を増額又は 20 パーセントの額を超えて減額する場合は、別記様式第２

号を知事に提出しなければならない。 

 

（変更の承認申請） 

第７条 第５条第１号から第３号までの規定により知事の承認を受けようとする場合

は、別記様式第３号に同様式で定める書類を添付して知事に提出しなければならない。 

２ 第５条第４号の規定により知事の承認を受けようとする場合は、別記様式第４号を

知事に提出しなければならない。 

 



（申請の取下げ） 

第８条 規則第７条の規定による期日は、通知を受けた日から起算して 15 日を経過し

た日とする。 

 

（実績報告書） 

第９条 規則第 12 条の規定による実績報告書は、別記様式第５号のとおりとし、同様

式に定める書類を添付して、合宿が終了した日の翌日から起算して 15 日を経過した

日までに知事に提出しなければならない。ただし、知事が特に必要があり、かつ、予

算の執行上支障がないと認めるときは、この期日を繰り下げることがある。 

 

（補助金の支払） 

第 10 条 この補助金の支払は、精算払とする。 

 

（その他） 

第 11 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は知事が別に定める。 

 

 附 則 

１ この要綱は、令和４年５月 16日から適用する 



別記様式第１号 

令和  年  月  日  

新潟県知事 様 

住 所  

団 体 名  

代表者職・氏名  

 

令和 年度新潟県スポーツ合宿促進事業補助金交付申請書 

 

 標記補助金の交付を受けたいので、新潟県スポーツ合宿促進事業補助金交付要綱第６条第１項の

規定により添付書類を添えて申請します。 

記 

スポーツ競技名  

合宿実施期間 令和  年  月  日  ～  令和  年  月  日 

利用スポーツ施設 
住  所  

名  称  

宿泊施設 

住  所  

名  称  

電話番号  

合宿参加人数     人 （内訳：選手    人 ／ 監督・コーチ等   人） 

宿泊人数・宿泊日数     人 ×    泊 ＝ 延べ     泊（Ａ） 

補助金申請額        円 
※（「Ａ×1,000円」若しくは「宿泊施設に支払う宿泊料(消費税及び地

方消費税を除く)」又は「500,000円」のいずれか一番低い金額） 

合宿の日程・内容 

※合宿のスケジュール、活動（練習・移動等）を記入。別添で提出も可（任意様式）。 

 

合宿中に行う 

観光交流活動 

施設・活動

等の名称 
 

活動日・ 

活動内容 
 

補助金振込口座 金融機関名 

銀行           本店 

信用金庫         支店 

信用組合 

農協 

 預金種別 普通  当座 口座番号        

※原則として、申請

団体の口座である

こと 
口座名義 

カナ  

漢字  

添付書類 

□ 誓約書（別記様式第１号－１） 

□ 振込口座を確認できる通帳等の写し（カナ名義まで確認できるもの） 

□ 委任状（別記様式第１号―２） 
※委任状は口座名義が申請者名(団体名、代表者職・氏名)と異なる場合に提出すること 

 担当者氏名： 
 連絡先：（TEL）                  （FAX） 
 電子メールアドレス： 



別記様式第１号―１ 
 

令和   年   月   日 

 
 

新潟県知事 様 
 

住 所  

団 体 名  

代表者職・氏名  

 
 
 
 

誓 約 書 

 
 

 新潟県スポーツ合宿促進事業補助金の交付を申請するに当たり、下記の内容について相違な
いことを誓約します。 
 

記 

 

１ 新潟県スポーツ合宿促進事業補助金交付要綱第３条に定める交付要件を全て満たしている

 こと。 

 

２ 団体又は団体の構成員が次のいずれにも該当しないこと。 

(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下

 「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

(2) 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

(3) 暴力団又は暴力団員がその経営又は運営に実質的に関与している者 

(4) 自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者

 に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者 

(5) 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は積極

 的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

(6) 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用している者 

(7) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者 

 

３ 虚偽や不正等が判明した場合は、補助金を返還します。 

 

 

以上 

 



 

 

別記様式第１号－２ 

委 任 状 

 
令和  年  月  日 

 

新潟県知事         様 

 
 

委 任 者（補助金交付申請者） 
 

住 所                          

 
団 体 名 
職・氏名                          

 

 

 私は次の者を代理人と定め、新潟県スポーツ合宿促進事業補助金の受領に関する権限

を委任します。 

 

代 理 人（補助金振込先の口座名義人） 
 

住 所                          

 
(団体名) 

(職)氏名                          

 

 

 

（委任者における）本書の発行責任者及び担当者 

発行責任者 役職・氏名  △△ ○○ ○○（連絡先℡ □□□―□□□―□□□□） 

担 当 者 所属・氏名  △△ ○○ ○○（連絡先℡ □□□―□□□―□□□□） 

※委任者・発行責任者・担当者は同一人物でも結構ですが、全ての項目を省略せず記入してください。 

 
【注意事項】 

本様式は、補助金交付申請書（別記様式第１号）の申請者（団体名、代表者職・氏名）と補

助金振込口座の口座名義が異なる場合に提出してください。 

代理人の「氏名」と別記様式第１号又は相手方登録申込書の口座名義を一致させてください。

口座名義が個人の氏名のみの場合は、代理人欄の「団体名」及び「職」の記載は不要です。 



別記様式第２号 

令和   年  月  日  

新潟県知事 様 

住 所  

団 体 名  

代表者職・氏名  

 

令和 年度新潟県スポーツ合宿促進事業補助金変更交付申請書 

 

 令和 年 月 日付けスポ第  号で交付決定を受けた標記補助金について、下記のとおり補助

金の額を変更したいので、新潟県スポーツ合宿促進事業補助金交付要綱第６条第２項の規定により

申請します。 

 

記 

 

合宿実施期間 令和  年  月  日  ～  令和  年  月  日 

合宿参加人数     人 （内訳：選手    人 ／ 監督・コーチ等   人） 

宿泊人数・宿泊日数     人 ×    泊 ＝ 延べ     泊 

補助金申請額             円（変更前の交付決定額        円） 

 

※以下は変更が生じた箇所のみ記入すること。 

利用スポーツ施設 
住  所  

名  称  

宿泊施設 

住  所  

名  称  

電話番号  

合宿の日程・内容 

※合宿のスケジュール、活動（練習・移動等）を記入。別添で提出も可（任意様式）。 

 

 

 

 

 

合宿中に行う 

観光交流活動 

施設・活動

等の名称 
 

活動日・ 

活動内容 
 

  
担当者氏名： 

 連絡先：（TEL）                  （FAX） 
 電子メールアドレス： 



別記様式第３号 

令和   年  月  日  

新潟県知事 様 

住 所  

団 体 名  

代表者職・氏名  

 

令和 年度新潟県スポーツ合宿促進事業補助金申請内容変更承認申請書 

 

 令和 年 月 日付けスポ第  号で交付決定を受けた標記補助金について、下記のとおり申請

内容を変更したいので、新潟県スポーツ合宿促進事業補助金交付要綱第７条第１項の規定により申

請します。 

 

記 

※以下は変更が生じた箇所のみ記入すること。 

合宿実施期間 令和  年  月  日  ～  令和  年  月  日 

利用スポーツ施設 
住  所  

名  称  

宿泊施設 

住  所  

名  称  

電話番号  

合宿の日程・内容 

※合宿のスケジュール、活動（練習・移動等）を記入。別添で提出も可（任意様式）。 

 

 

 

 

 

合宿中に行う 

観光交流活動 

施設・活動

等の名称 
 

活動日・ 

活動内容 
 

  
担当者氏名： 

 連絡先：（TEL）                  （FAX） 
 電子メールアドレス： 



別記様式第４号 
 

令和   年   月   日 

 

新潟県知事 様 

 

住 所  

団 体 名  

代表者職・氏名  

 

 

令和 年度新潟県スポーツ合宿促進事業補助金 合宿中止承認申請書 

 

 令和 年 月 日付けスポ第   号で交付決定を受けた標記補助金について、下記の

理由により合宿を中止したいので、新潟県スポーツ合宿促進事業補助金交付要綱第７条第

２項の規定により申請します。 

 

記 

 

○ 合宿中止の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当者氏名： 
連 絡 先：（TEL）                  （FAX） 
電子メールアドレス： 

 



別記様式第５号 

令和  年  月  日  

 新潟県知事 様 

住 所  

団 体 名  

代表者職・氏名  

 

令和 年度新潟県スポーツ合宿促進事業補助金実績報告書 

 

 令和  年  月  日付けスポ第   号で（変更）交付決定を受けた標記補助金について、

対象事業が終了したので、新潟県スポーツ合宿促進事業補助金交付要綱第９条の規定により添付書

類を添えて提出します。 

  

 

記 

スポーツ競技名  

合宿実施期間 令和  年  月  日  ～  令和  年  月  日 

合宿参加人数     人 （内訳：選手    人 ／ 監督・コーチ等   人） 

補助金額の算定 

(1)１泊 1,000円 × 延べ宿泊日数     泊 ＝         円 
 ※延べ宿泊日数は、添付の宿泊証明書の内容と合致すること。 

(2)宿泊に要する経費          円（補助対象外経費を除く） 

 ※添付資料の宿泊に係る領収書の写しの金額（税抜）と一致すること。 

補助金額               円 

 
※「補助金額の算定」欄の(1)若しくは(2)又は500,000円のいずれか少ない額を記入すること。 

合宿中に行った 

観光交流活動 
 

添付書類 

□ 参加者名簿（住所、連絡先は不要。任意様式） 

□ 実施した合宿の様子がわかる写真 

□ 宿泊証明書（別記様式第５号－１） 

□ 宿泊に係る領収書の写し 

□ 観光交流活動の様子がわかる写真、領収書等の写し 

  
担当者氏名： 

 連絡先：（TEL）                  （FAX） 
 電子メールアドレス： 



別記様式第５号－１ 

新潟県スポーツ合宿促進事業補助金 

宿   泊   証   明   書 
 

・この証明書は、合宿実施団体から宿泊施設に記入を依頼してください。 

・記入内容について不明な点がございましたら、下記の【問合せ先】までお問い合わせください。 

 

宿泊団体名  

宿泊期間 令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

延べ宿泊日数 

日ごとの宿泊人数 
  月  日 人 宿泊 

  月  日 人 宿泊 

  月  日 人 宿泊 

  月  日 人 宿泊 

  月  日 人 宿泊 

  月  日 人 宿泊 

  月  日 人 宿泊 

  月  日 人 宿泊 

  月  日 人 宿泊 

  月  日 人 宿泊 

  月  日 人 宿泊 

  月  日 人 宿泊 

合 計 延べ   泊 

※合計欄は日ごとの宿泊人数の合計数を記入してください。 

※日数の追加が必要な場合は余白に記入してください。 

宿泊施設 

住  所 
※ ゴム印可 

名  称 
※ ゴム印可 

宿泊証明者 
 

宿泊施設 

代表者名 

及 び 印 

印 

 

※ 「宿泊施設代表者名」はゴム印可 

 
【問合せ先】新潟県スポーツ合宿促進事業事務局 

      電話：025-250-0276 

 


